
議案第１５号

杉並区事務手数料条例及び杉並区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和５年２月９日

提出者 杉並区長 岸 本 聡 子

杉並区事務手数料条例及び杉並区地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の一部を改正する条例

第１条 杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表第１の１０４の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条第４項各号」に

改め、同表の１１８の項及び１１９の２の項中「建築される」を「建築等をす

る」に改め、同表の１２０の項中「一敷地内認定建築物以外の」を「公告認定対

象区域内における」に、「建築の」を「新築又は増築等の」に、「建築認定」を

「新築又は増築等の認定」に、「建築物（一敷地内認定建築物を除く。以下この

項において同じ。）」を「新築し、又は増築等をする建築物」に改め、同表の１

２０の２の項中「一敷地内認定建築物又は一敷地内許可建築物以外の建築物の建

築」を「公告認定対象区域内又は公告許可対象区域内における建築物の新築又は

増築等」に、「建築物（一敷地内認定建築物又は一敷地内許可建築物を除く。以

下この項において同じ。）」を「新築し、又は増築等をする建築物」に改め、同

表の１２３の６の項及び１２３の７の項を次のように改める。

１２３ 低炭 次のア及びイに掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する 認定
の６ 素建 法律第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２ 申請
都市 築物 の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算 のと
の低 新築 基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ご き。
炭素 等計 とに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が
化の 画認 含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数
促進 定申 料を加えた額）の手数料を加えた額）
に関 請手
する 数料 ア 都市 一戸建ての住宅 １件につき ４，７００円
法律 の低炭
（平 素化の 共同住宅等（共同 住戸 １棟の総戸数 １部分につき ４，７００円
成２ 促進に 住宅、長屋その他 の部 が１のもの
４年 関する の一戸建ての住宅 分
法律 法律第 以外の住宅をい （人 １棟の総戸数 １部分につき ９，４００円
第８ ５４条 う。以下同じ。） の居 が２以上５以
４ 第１項 住の 下のもの
号） 各号に 用の
第５ 掲げる 用途 １棟の総戸数 １部分につき １６，０００円
３条 基準に に供 が６以上１０
第１ 適合す する 以下のもの
項の ると区 部分
規定 長が定 に限 １棟の総戸数 １部分につき ２７，０００円
に基 める機 る。 が１１以上２



づく 関（以 以下 ５以下のもの
低炭 下「適 同
素建 合性確 じ。 １棟の総戸数 １部分につき ４５，０００円
築物 認 機 ） が２６以上５
新築 関」と ０以下のもの
等計 い
画の う。） １棟の総戸数 １部分につき ８２，０００円
認定 が認め が５１以上１
の申 た場合 ００以下のも
請に の
対す
る審 １棟の総戸数 １部分につき １３１，０００円
査 が１０１以上

２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １７０，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １８５，０００円
が３０１以上
のもの

共用 当該部分の床 １部分につき ９，３００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の
（住 もの
宅の
用途 当該部分の床 １部分につき １６，０００円
に供 面積の合計が
する ３００平方メ
共用 ートルを超え
廊 １，０００平
下、 方メートル以
共用 内のもの
階段
その 当該部分の床 １部分につき ２６，０００円
他の 面積の合計が
共用 １，０００平
部分 方メートルを
をい 超え２，００
う。 ０平方メート
以下 ル以内のもの
同
じ。 当該部分の床 １部分につき ８０，０００円
） 面積の合計が

２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき １２６，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき ９，３００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ
（住 ートル以内の
戸の もの
部分
及び 当該部分の床 １部分につき １６，０００円
共用 面積の合計が
廊下 ３００平方メ
等の ートルを超え
部分 １，０００平
以外 方メートル以
の部 内のもの
分を
い 当該部分の床 １部分につき ２６，０００円
う。 面積の合計が
以下 １，０００平
同 方メートルを
じ。 超え２，００
） ０平方メート

ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ８０，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを



超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき １２６，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建築物 建築物の延べ面積が３ １件につき ９，３００円
００平方メートル以内
のもの

建築物の延べ面積が３ １件につき １６，０００円
００平方メートルを超
え１，０００平方メー
トル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ２６，０００円
１，０００平方メート
ルを超え２，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ８０，０００円
２，０００平方メート
ルを超え５，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき １２６，０００円
５，０００平方メート
ルを超え１万平方メー
トル以内のもの

イ その 一戸建ての 誘導仕様基準による場合（建 １件につき ２１，０００円
他の場 住宅 築物エネルギー消費性能基準
合 等を定める省令（平成２８年

経済産業省・国土交通省令第
１号）第１０条第１項第２号
イ（２）及びロ（２）に定め
る基準による場合をいう。以
下同じ。）

誘導仕様基準による場合以外 １件につき ３５，０００円
の場合

共同住宅等 住戸 誘導 １棟の総戸数 １部分につき ２１，０００円
の部 仕様 が１のもの
分 基準

によ １棟の総戸数 １部分につき ３９，０００円
る場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ５６，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ８０，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １２０，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １８２，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ２６１，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ３４０，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ３９０，０００円
が３０１以上
のもの

誘導 １棟の総戸数 １部分につき ３５，０００円
仕様 が１のもの
基準



によ １棟の総戸数 １部分につき ６９，０００円
る場 が２以上５以
合以 下のもの
外の
場合 １棟の総戸数 １部分につき ９７，０００円

が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １３７，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １９７，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ２８３，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ３８５，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ５０８，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ６００，０００円
が３０１以上
のもの

共用廊下等 当該部分の床 １部分につき １０９，０００円
の部分 面積の合計が

３００平方メ
ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき １３８，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８０，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２８０，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ３５９，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住宅の部 当該部分の床 １部分につき ２４２，０００円
分 面積の合計が

３００平方メ
ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき ３００，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき ３８４，０００円
面積の合計が



１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５４６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ６７０，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建 建築物の延べ面積が３００平 １件につき ２４２，０００円
築物 方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が３００平 １件につき ３００，０００円
方メートルを超え１，０００
平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が１，００ １件につき ３８４，０００円
０平方メートルを超え２，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が２，００ １件につき ５４６，０００円
０平方メートルを超え５，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が５，００ １件につき ６７０，０００円
０平方メートルを超え１万平
方メートル以内のもの

１２３ 低炭 次のア及びイに掲げる区分に応じて、次に掲げる額（申請に併せて都市の低炭素化の促進に関する 変更
の７ 素建 法律第５５条第２項において準用する同法第５４条第２項の規定に基づく申出があった場合におい 認定
都市 築物 ては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げ 申請
の低 新築 る額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定 のと
炭素 等計 構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７ き。
化の 画変 条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の
促進 更認 項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
に関 定申
する 請手 ア 都市 一戸建ての住宅 １件につき ３，３００円
法律 数料 の低炭
第５ 素化の 共同住宅等 住戸 １棟の総戸数 １部分につき ３，３００円
５条 促進に の部 が１のもの
第１ 関する 分
項の 法律第 １棟の総戸数 １部分につき ６，６００円
規定 ５４条 が２以上５以
に基 第１項 下のもの
づく 各号に
低炭 掲げる １棟の総戸数 １部分につき １１，０００円
素建 基準に が６以上１０
築物 適合す 以下のもの
新築 ると適
等計 合性確 １棟の総戸数 １部分につき １９，０００円
画の 認機関 が１１以上２
変更 が認め ５以下のもの
の認 た場合
定の １棟の総戸数 １部分につき ３２，０００円
申請 が２６以上５
に対 ０以下のもの
する
審査 １棟の総戸数 １部分につき ５８，０００円

が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ９３，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １２２，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき １３４，０００円
が３０１以上
のもの



共用 当該部分の床 １部分につき ６，５００円
廊下 面積の合計が
等の ３００平方メ
部分 ートル以内の

もの

当該部分の床 １部分につき １１，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ８８，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住 当該部分の床 １部分につき ６，５００円
宅の 面積の合計が
部分 ３００平方メ

ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき １１，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １８，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ８８，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建築物 建築物の延べ面積が３ １件につき ６，５００円
００平方メートル以内
のもの

建築物の延べ面積が３ １件につき １１，０００円
００平方メートルを超
え１，０００平方メー
トル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき １８，０００円
１，０００平方メート
ルを超え２，０００平
方メートル以内のもの



建築物の延べ面積が １件につき ５６，０００円
２，０００平方メート
ルを超え５，０００平
方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が １件につき ８８，０００円
５，０００平方メート
ルを超え１万平方メー
トル以内のもの

イ その 一戸建ての 誘導仕様基準による場合 １件につき １５，０００円
他の場 住宅
合 誘導仕様基準による場合以外 １件につき １８，０００円

の場合

共同住宅等 住戸 誘導 １棟の総戸数 １部分につき １５，０００円
の部 仕様 が１のもの
分 基準

によ １棟の総戸数 １部分につき ２７，０００円
る場 が２以上５以
合 下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ４０，０００円
が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ５６，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ８５，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １２８，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき １８４，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ２４１，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ２７８，０００円
が３０１以上
のもの

誘導 １棟の総戸数 １部分につき １８，０００円
仕様 が１のもの
基準
によ １棟の総戸数 １部分につき ３７，０００円
る場 が２以上５以
合以 下のもの
外の
場合 １棟の総戸数 １部分につき ５２，０００円

が６以上１０
以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき ７４，０００円
が１１以上２
５以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １０８，０００円
が２６以上５
０以下のもの

１棟の総戸数 １部分につき １５９，０００円
が５１以上１
００以下のも
の

１棟の総戸数 １部分につき ２２１，０００円
が１０１以上
２００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ２９１，０００円
が２０１以上
３００以下の
もの

１棟の総戸数 １部分につき ３４２，０００円



が３０１以上
のもの

共用廊下等 当該部分の床 １部分につき ５７，０００円
の部分 面積の合計が

３００平方メ
ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき ７２，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき ９６，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき １５６，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２０５，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

非住宅の部 当該部分の床 １部分につき １２３，０００円
分 面積の合計が

３００平方メ
ートル以内の
もの

当該部分の床 １部分につき １５４，０００円
面積の合計が
３００平方メ
ートルを超え
１，０００平
方メートル以
内のもの

当該部分の床 １部分につき １９８，０００円
面積の合計が
１，０００平
方メートルを
超え２，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ２９０，０００円
面積の合計が
２，０００平
方メートルを
超え５，００
０平方メート
ル以内のもの

当該部分の床 １部分につき ３６１，０００円
面積の合計が
５，０００平
方メートルを
超え１万平方
メートル以内
のもの

その他の建 建築物の延べ面積が３００平 １件につき １２３，０００円
築物 方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が３００平 １件につき １５４，０００円
方メートルを超え１，０００
平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が１，００ １件につき １９８，０００円
０平方メートルを超え２，０
００平方メートル以内のもの



建築物の延べ面積が２，００ １件につき ２９０，０００円
０平方メートルを超え５，０
００平方メートル以内のもの

建築物の延べ面積が５，００ １件につき ３６１，０００円
０平方メートルを超え１万平
方メートル以内のもの

別表第１の１２３の８の２の項中「（平成２８年経済産業省令・国土交通省令

第１号）」を削り、同表の１２３の９の項及び１２３の１０の項を次のように改

める。

１２３ 建築 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 認定
の９ 物エ 消費性能の向上に関する法律第３５条第２項の規定に基づく申出があった場合においては、一の建 申請
建築 ネル 築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項又は９２の５の項に掲げる額（申請に のと
物の ギー 係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれる場合においては、特定構造計算基準 き。
エネ 消費 等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数料を、建築基準法第８７条の４に規定
ルギ 性能 する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降機１基につき９２の７の項又は９２の
ー消 向上 ８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた額）
費性 計画
能の 認定 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ５，１００円
向上 申請 に併せ
に関 手数 て建築 (２) (１) 住宅部分（建築物のエネルギ 当該部分の床面積の ９，７００円
する 料 物のエ 以外の建 ー消費性能の向上に関する法 合計が３００平方メ
法律 ネルギ 築物 律第１１条第１項に規定する ートル未満のもの
第３ ー消費 住宅部分をいう。以下同
５条 性能の じ。） 当該部分の床面積の ２１，０００円
第１ 向上に 合計が３００平方メ
項の 関する ートル以上２，００
規定 法律第 ０平方メートル未満
に基 ３５条 のもの
づく 第１項
建築 各号に 当該部分の床面積の ４６，０００円
物エ 掲げる 合計が２，０００平
ネル 基準に 方メートル以上５，
ギー 適合し ０００平方メートル
消費 ている 未満のもの
性能 ことを
向上 示す書 当該部分の床面積の ８１，０００円
計画 類とし 合計が５，０００平
の認 て区長 方メートル以上のも
定の が定め の
申請 るもの
に対 が提出 非住宅部分 当該部分の床面積の ９，７００円
する された 合計が３００平方メ
審査 場合 ートル未満のもの

当該部分の床面積の １６，７００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ８０，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２８，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １６１，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ２０１，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの



イ ア以 (１) 一戸 誘導仕様基準による場合 当該住宅の床面積の ２０，０００円
外の場 建ての住 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２２，０００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

誘導仕様基準による場合以外 当該住宅の床面積の ３４，４００円
の場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ３８，４００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) (１) 住宅 誘導仕様基準による場 当該部分の床面積の ３８，０００円
以外の建 部分 合 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ６６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １１８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １７９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

誘導仕様基準による場 当該部分の床面積の ６９，１００円
合以外の場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １１６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １９６，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２８１，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住 モデル建物法による場 当該部分の床面積の ８７，１００円
宅部 合（建築物エネルギー 合計が３００平方メ
分 消費性能基準等を定め ートル未満のもの

る省令第１０条第１号
イ（２）及びロ（２） 当該部分の床面積の １１０，７００円
に定める基準による場 合計が３００平方メ
合をいう。１２３の１ ートル以上１，００
０ の 項 に お い て 同 ０平方メートル未満
じ。） のもの

当該部分の床面積の １４５，７００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２３５，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３０９，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ３７１，０００円
合計が１万平方メー



トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ４３５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法等による場 当該部分の床面積の ２２７，１００円
合（建築物エネルギー 合計が３００平方メ
消費性能基準等を定め ートル未満のもの
る省令第１０条第１号
イ（１）及びロ（１） 当該部分の床面積の ２８４，４００円
に定める基準による場 合計が３００平方メ
合をいう。１２３の１ ートル以上１，００
０ の 項 に お い て 同 ０平方メートル未満
じ。） のもの

当該部分の床面積の ３６７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５２３，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ６４６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ７６３，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ８７１，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

１２３ 建築 次のア及びイに掲げる区分に応じ、１件につき、次に掲げる額（申請に併せて建築物のエネルギー 変更
の１０ 物エ 消費性能の向上に関する法律第３６条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定に基づく 認定

建 ネル 申出があった場合においては、一の建築物について、９２の２の項、９２の３の項、９２の４の項 申請
築物 ギー 又は９２の５の項に掲げる額（申請に係る計画に特定構造計算基準等適合審査をする部分が含まれ のと
のエ 消費 る場合においては、特定構造計算基準等適合審査をする部分ごとに７７の２の項に掲げる額の手数 き。
ネル 性能 料を、建築基準法第８７条の４に規定する昇降機に係る部分が含まれる場合においては、当該昇降
ギー 向上 機１基につき９２の７の項又は９２の８の項に掲げる額の手数料を加えた額）の手数料を加えた
消費 計画 額）
性能 変更
の向 認定 ア 申請 (１) 一戸建ての住宅 ３，７００円
上に 申請 に併せ
関す 手数 て建築 (２) (１) 住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
る法 料 物のエ 以外の建 合計が３００平方メ
律第 ネルギ 築物 ートル未満のもの
３６ ー消費
条第 性能の 当該部分の床面積の １５，０００円
１項 向上に 合計が３００平方メ
の規 関する ートル以上２，００
定に 法律第 ０平方メートル未満
基づ ３５条 のもの
く建 第１項
築物 各号に 当該部分の床面積の ３２，０００円
エネ 掲げる 合計が２，０００平
ルギ 基準に 方メートル以上５，
ー消 適合し ０００平方メートル
費性 ている 未満のもの
能向 ことを
上計 示す書 当該部分の床面積の ５７，０００円
画の 類とし 合計が５，０００平
変更 て区長 方メートル以上のも
の認 が定め の
定の るもの
申請 が提出 非住宅部分 当該部分の床面積の ６，９００円
に対 された 合計が３００平方メ
する 場合 ートル未満のもの
審査

当該部分の床面積の １１，８００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの



当該部分の床面積の １９，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ５６，４００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ９０，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の １１３，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の １４１，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

イ ア以 (１) 一戸 誘導仕様基準による場合 当該住宅の床面積の １４，０００円
外の場 建ての住 合計が２００平方メ
合 宅 ートル未満のもの

当該住宅の床面積の １５，０００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

誘導仕様基準による場合以外 当該住宅の床面積の ２４，２００円
の場合 合計が２００平方メ

ートル未満のもの

当該住宅の床面積の ２７，０００円
合計が２００平方メ
ートル以上のもの

(２) (１) 住宅 誘導仕様基準による場 当該部分の床面積の ２６，０００円
以外の建 部分 合 合計が３００平方メ
築物 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ４６，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ８３，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １２５，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

誘導仕様基準による場 当該部分の床面積の ４８，５００円
合以外の場合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の ８１，０００円
合計が３００平方メ
ートル以上２，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １３８，０００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １９７，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上のも
の

非住 モデル建物法による場 当該部分の床面積の ６１，１００円



宅部 合 合計が３００平方メ
分 ートル未満のもの

当該部分の床面積の ７７，６００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の １０２，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の １６５，１００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ２１６，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ２６０，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ３０５，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

標準入力法等による場 当該部分の床面積の １５９，１００円
合 合計が３００平方メ

ートル未満のもの

当該部分の床面積の １９９，２００円
合計が３００平方メ
ートル以上１，００
０平方メートル未満
のもの

当該部分の床面積の ２５７，１００円
合計が１，０００平
方メートル以上２，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ３６６，７００円
合計が２，０００平
方メートル以上５，
０００平方メートル
未満のもの

当該部分の床面積の ４５３，０００円
合計が５，０００平
方メートル以上１万
平方メートル未満の
もの

当該部分の床面積の ５３５，０００円
合計が１万平方メー
トル以上２万５，０
００平方メートル未
満のもの

当該部分の床面積の ６１０，０００円
合計が２万５，００
０平方メートル以上
のもの

別表第１の１２３の１１の項中「第２条第３号」を「第２条第１項第３号」に、

「第１条第１項第２号イ（１）（ⅰ）」を「第１条第１項第２号イ（１）」に、

「第１条第１項第２号イ（２）（ⅰ）」を「第１条第１項第２号イ（２）」に、



「仕様基準による場合」を「仕様基準等による場合」に改め、「ロ（３）に定め

る基準による場合」の次に「又は誘導仕様基準による場合」を加え、「第１条第

１項第２号イ（１）（ⅰ）若しくは（ⅱ）」を「第１条第１項第２号イ（１）」

に、「第１条第１項第２号イ（２）（ⅱ）」を「第１条第１項第２号イ（２）」

に改め、同表中備考１及び備考２を削り、備考３を備考１とし、備考４から備考

６までを備考２から備考４までとし、同表備考７中「向上の一層」を「一層の向

上」に改め、同表中備考７を備考５とし、備考８から備考１０までを削り、同表

備考１１中「における一の建築物の申請の場合により」を「について１２３の９

の項に掲げる区分に応じ」に、「同項」を「同条第３項」に改め、同表備考１１

を同表備考６とし、同表備考１２中「における一の建築物の申請の場合により」

を「について１２３の１０の項に掲げる区分に応じ」に改め、同表備考１２を同

表備考７とし、同表備考１３中「（当該額を備考１０の規定により算出した場合

にあっては、その額）に、」を「に、当該他の建築物について」に改め、「、当

該他の建築物における一の建築物の申請の場合により」を削り、同表中備考１３

を備考８とし、備考１４を備考９とし、備考１５を備考１０とし、備考１６を削

り、備考１７を備考１１とし、同表備考１８中「建築物エネルギー消費性能基準

適合認定申請手数料について、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第２号イ（３）及びロ（３）に定める基準により共同住宅の申請を行

う」を「建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料又は建築物エネルギ

ー消費性能向上計画変更認定申請手数料について誘導仕様基準による場合の手数

料の額及び建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料について仕様基準

等による」に、「当該申請」を「これらの申請」に改め、同表備考１８を同表備

考１２とする。

第２条 杉並区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（昭和５８年

杉並区条例第２２号）の一部を次のように改正する。

別表第２東京都市計画宮前二丁目地区地区計画の項中「若しくは第３項」を

「若しくは第４項」に改める。

附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中杉並区事務手数料条例

別表第１の１０４の項、１１８の項、１１９の２の項、１２０の項及び１２０の



２の項の改正規定並びに第２条の規定は、令和５年４月１日から施行する。

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和４年

国土交通省令第６８号）の施行の際、現に都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成２４年法律第８４号）第５４条第１項の認定を受けている又は同法第５３

条第１項の規定による認定の申請がなされている低炭素建築物新築等計画の同法

第５５条第１項の規定による変更の認定の申請については、第１条の規定による

改正前の杉並区事務手数料条例（以下「旧条例」という。）別表第１の１２３の

７の項及び備考の規定は、なおその効力を有する。

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則の一部を改正する省

令（令和４年国土交通省令第６７号）の施行の際、現に建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）第３５条第１項の認定を受

けている又は同法第３４条第１項の規定による認定の申請がなされている建築物

エネルギー消費性能向上計画の同法第３６条第１項の規定による変更の認定の申

請については、旧条例別表第１の１２３の１０の項及び備考の規定は、なおその

効力を有する。

（提案理由）

誘導仕様基準による場合の建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料等

を定める等の必要がある。


